[bookmark: _biorn71qxabo]語学学校申込契約書
（留学エージェント・支援会社）

語学学校への留学を希望する申込者（以下「甲」という。）と、留学エージェント・留学支援会社（以下「乙」という。）は、海外語学学校への入学申込手続及びこれに付随する留学支援サービスについて、次のとおり語学学校申込契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _iaobpcx9k66y]第1条（目的）
本契約は、甲が希望する海外語学学校への入学申込手続及び留学準備に関し、乙が提供する支援サービスの内容、費用、支払条件、申込変更、取消し、責任範囲その他必要な事項を明確にし、甲乙間の権利義務関係を定めることを目的とする。

[bookmark: _8llt0cjo987x]第2条（定義）
本契約において使用する用語の意味は、次のとおりとする。
1. 「語学学校」とは、甲が入学又は受講を希望する日本国外の語学教育機関をいう。
2. 「留学プログラム」とは、語学学校が提供する語学研修、一般語学コース、試験対策コース、進学準備コースその他の教育プログラムをいう。
3. 「申込手続」とは、語学学校への入学申請、必要書類の提出、入学許可の取得支援その他これらに付随する手続をいう。
4. 「留学支援サービス」とは、乙が甲に対して提供する学校選定、申込代行、渡航準備案内、滞在先手配支援その他本契約に定める業務をいう。
5. 「現地事業者」とは、語学学校、宿泊施設、送迎会社、保険会社その他留学先でサービスを提供する第三者をいう。

[bookmark: _ag8gixde4ykd]第3条（申込内容）
甲が申し込む留学プログラムの内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	留学先国・地域
	

	都市名
	

	語学学校名
	

	キャンパス名
	

	受講コース
	

	受講期間
	年　月　日～年　月　日

	受講週数
	週

	週当たり授業時間
	時間

	滞在方法
	□ ホームステイ　□ 学生寮　□ その他

	滞在期間
	年　月　日～年　月　日

	渡航予定日
	年　月　日

	その他希望事項
	


2. 前項の内容は、語学学校及び現地事業者による受入条件、空き状況その他の事情により変更される場合がある。
3. 申込内容に変更が必要となった場合、乙は甲に対して変更内容及び費用への影響を説明し、甲の承諾を得たうえで手続を進めるものとする。

[bookmark: _ory6twphoac8]第4条（留学支援サービスの内容）
乙は、甲に対し、次の各号のうち、申込時に合意した留学支援サービスを提供する。
1. 留学希望条件の確認及び語学学校の情報提供
2. 語学学校及び留学プログラムの選定支援
3. 入学申込書類の作成支援及び提出代行
4. 語学学校との連絡及び申込状況の確認
5. 入学許可書その他必要書類の取得支援
6. 授業料、入学金その他学校関連費用の支払案内
7. 査証（ビザ）及び渡航関連手続に関する一般的な情報提供
8. 滞在先及び空港送迎等の申込支援
9. 海外旅行保険及び留学保険に関する情報提供
10. 渡航前オリエンテーション及び生活情報の提供
11. その他甲乙間で別途合意した支援業務
2. 乙が提供するサービスの具体的範囲、実施方法及び料金は、申込書、見積書又は別紙サービス明細書に定めるものとする。
3. 乙は、語学学校における教育そのもの、現地宿泊施設の運営、航空運送その他第三者が提供するサービスについて、別途明示的に引き受けた場合を除き、その提供主体とはならない。
4. 乙は、合意した支援業務について、善良な管理者の注意をもって遂行するものとする。

[bookmark: _mbifhvh8qqyl]第5条（申込手続及び契約成立）
1. 甲は、乙所定の申込書に必要事項を記入し、本契約及び関連書類の内容を確認したうえで、乙に申込みを行う。
2. 本契約は、乙が甲の申込みを承諾し、その旨を甲に通知した時点で成立するものとする。
3. 語学学校との入学契約の成立時期及び条件は、当該語学学校の規定によるものとし、本契約の成立によって語学学校への入学が確定するものではない。
4. 乙は、申込手続の進行状況及び語学学校からの重要な通知について、合理的な期間内に甲へ連絡するものとする。

[bookmark: _3cbr088khvzb]第6条（申込者の義務）
甲は、留学申込み及び留学支援サービスの利用にあたり、次の事項を遵守するものとする。
1. 氏名、生年月日、国籍、連絡先、学歴、語学能力その他必要な情報を正確に申告すること。
2. パスポート、成績証明書、残高証明書その他必要書類を指定期限までに提出すること。
3. 語学学校及び渡航先国の入学条件、査証条件その他必要な要件を確認すること。
4. 授業料、滞在費、手続費用その他必要な費用を所定の期限までに支払うこと。
5. 乙及び語学学校からの重要な連絡を確認し、必要な対応を行うこと。
6. 留学先国の法令、語学学校の規則及び滞在施設の利用規則を遵守すること。
7. 申告内容又は連絡先等に変更が生じた場合、速やかに乙へ通知すること。
2. 甲の提出書類に虚偽、重大な誤記又は不備がある場合、乙はその訂正又は追加提出を求めることができる。
3. 甲の責めに帰すべき事情により申込手続が遅延した場合、乙はその事情及び影響を甲に説明し、必要な対応について協議するものとする。

[bookmark: _jj9hzdchtq9d]第7条（語学学校による入学審査）
1. 語学学校への入学可否は、当該語学学校の審査基準及び受入状況に基づき決定されるものとする。
2. 乙は、甲の入学許可、希望コースへの参加、希望開始日での受講その他の結果を保証するものではない。
3. 語学学校から入学不許可又は条件付き入学の通知があった場合、乙は速やかに甲へ通知し、代替校への申込み、申込内容の変更又は取消しについて協議する。
4. 入学不許可となった場合の費用精算及び返金は、第14条及び第15条の定めによるものとする。

[bookmark: _ev956cz3wfoh]第8条（授業内容及び教育サービス）
1. 授業内容、講師、クラス編成、授業時間、教材及び評価方法等は、語学学校の定める教育方針及び運営規則に従うものとする。
2. 甲は、語学能力、受講人数、学校運営上の事情等により、希望するクラス又は時間帯に配属されない場合があることを確認する。
3. 語学学校が授業内容又は日程を変更した場合、乙は当該変更を把握したときは、合理的な範囲で甲への情報提供及び必要な連絡支援を行う。
4. 乙は、特定の語学能力の向上、資格試験の合格、進学又は就職等の成果を保証するものではない。

[bookmark: _89ckchdqq5g]第9条（契約料金及び費用）
本契約に基づく費用は、次のとおりとする。
	費用項目
	金額

	入学金・登録料
	円

	授業料
	円

	教材費
	円

	滞在先手配料
	円

	滞在費
	円

	留学エージェント手数料
	円

	その他費用
	円

	合計金額
	円


2. 前項の費用に含まれるサービス及び含まれないサービスは、見積書又は別紙明細書に明記する。
3. 航空券代、査証申請費用、保険料、現地交通費、生活費その他前項に含まれない費用は、別途合意がある場合を除き、甲の負担とする。
4. 現地通貨建ての費用については、適用通貨、換算基準日、適用為替レート及び為替手数料の取扱いを、支払前に甲へ明示するものとする。
5. 申込後に学校料金又は公租公課等が変更された場合、乙は変更理由及び金額を甲へ説明し、追加負担について甲の承諾を得るものとする。

[bookmark: _d3f6py15iz5s]第10条（支払方法及び支払期限）
甲は、前条に定める費用を、次の条件に従って支払うものとする。
	項目
	内容

	申込金
	金　　　　　円

	申込金支払期限
	年　月　日

	残金
	金　　　　　円

	残金支払期限
	年　月　日

	支払方法
	□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ その他

	支払通貨
	□ 日本円　□ 現地通貨　□ その他

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


2. 乙は、甲から受領した金銭について、支払目的及び内訳を確認できる領収書その他の記録を交付するものとする。
3. 乙が甲に代わって語学学校又は現地事業者へ送金する場合、乙は送金先、送金額及び送金時期を適切に管理するものとする。
4. 甲が支払期限までに費用を支払わない場合、乙は相当の期間を定めて支払を催告し、その期間内に履行されないときは、法令及び本契約に従って契約を解除することができる。

[bookmark: _3x2jye6ntsf]第11条（査証及び渡航手続）
1. 甲は、留学先国への入国及び滞在に必要なパスポート、査証、入国許可その他の要件を確認し、必要な手続を行うものとする。
2. 乙が査証申請に関する支援を提供する場合、その業務は法令上認められる範囲の情報提供及び事務的支援に限るものとし、法令上資格又は権限を要する業務は、適法に実施できる者が担当する。
3. 査証の発給、入国許可及び滞在資格の維持は、関係国の行政機関等の判断によるものであり、乙はその結果を保証しない。
4. 査証の不許可又は発給遅延等が発生した場合、甲乙は速やかに対応を協議するものとする。
5. 査証に関する事由により留学を取り消す場合の費用精算は、本契約及び適用される語学学校等の規定に従うものとする。

[bookmark: _vuc8aodrnpn]第12条（滞在先及び現地サービス）
1. 乙がホームステイ、学生寮その他の滞在先の手配支援を行う場合、その内容、所在地、滞在期間、費用及び利用条件を甲へ説明するものとする。
2. 滞在先の設備、食事、生活規則、同居者その他の条件は、現地事業者の定める内容によるものとする。
3. 甲は、文化、生活習慣、住環境その他の相違により、日本国内と同一の生活環境が提供されるものではないことを確認する。
4. 滞在先に契約内容との不一致又は重大な問題が生じた場合、乙は、自己の業務範囲に応じて現地事業者への連絡、代替案の確認その他合理的な支援を行うものとする。
5. 滞在先の変更に伴う追加費用については、変更原因及び関係者の責任を踏まえ、甲乙協議のうえ決定する。

[bookmark: _b3hvhfmckglk]第13条（申込内容の変更）
1. 甲が語学学校、受講コース、受講期間、滞在方法その他申込内容の変更を希望する場合、速やかに乙へ申し出るものとする。
2. 乙は、変更の可否、必要な手続、変更手数料及び追加費用等を確認し、甲へ説明するものとする。
3. 変更手続に伴う費用は、事前に甲へ明示され、甲が承諾した金額とする。
4. 語学学校又は現地事業者の事情により変更が必要となった場合、乙は甲へ速やかに通知し、代替措置、費用調整又は契約解除について協議するものとする。
5. 変更内容は、書面又は電磁的方法により記録し、甲乙双方で確認するものとする。

[bookmark: _lrt76kug6mob]第14条（申込取消し及びキャンセル）
1. 甲は、留学開始前に乙へ通知することにより、本契約の全部又は一部を解約することができる。
2. 解約に伴う費用は、乙が申込前に明示したキャンセル条件及び語学学校等の規定に従い、法令上認められる範囲で算定する。
3. 乙が受領できるキャンセル料又は損害賠償額の予定は、消費者契約法その他の強行法規に反するものであってはならない。
4. 乙は、解約時点で既に実施した支援業務、第三者への支払済費用、返金可能額及びその他の精算内容を甲に説明するものとする。
5. 乙は、甲に返金すべき金額がある場合、精算額の確定後、合理的な期間内に返金するものとする。

[bookmark: _arc1po8n0sri]第15条（入学不許可及び留学中止時の精算）
1. 語学学校への入学が認められなかった場合、乙は学校側の返金規定及び本契約の定めに基づき、甲への返金額を算定する。
2. 甲の責めに帰することのできない事情により留学プログラムが実施されない場合、乙は、未提供の支援業務及び返金可能な第三者費用について精算を行うものとする。
3. 乙の責めに帰すべき事由によって申込手続が適切に履行されなかった場合、甲は、法令及び本契約に従い、契約解除、返金又は損害賠償を請求することができる。
4. 第三者への支払済費用については、返金条件及び返金状況を乙が確認し、甲へ説明するものとする。
5. 本条は、甲が法令上有する解除権、返還請求権その他の権利を制限するものではない。

[bookmark: _enmmyksolu96]第16条（渡航後の中途解約）
1. 甲が渡航後に留学プログラムの受講を中止する場合、語学学校及び現地事業者の返金規定に従い、未利用部分の費用精算を行うものとする。
2. 乙が継続的な現地サポートサービスを提供する契約である場合、その中途解約及び未提供部分の精算条件は、別紙サービス明細書に定めるものとする。
3. 甲が疾病、事故、家庭事情その他やむを得ない理由により帰国又は受講中止を希望する場合、乙は契約上の支援範囲に応じて必要な情報提供及び連絡支援を行う。
4. 中途解約に伴う返金の有無及び金額については、事前に提示された条件、実際のサービス提供状況及び適用法令を踏まえて決定する。

[bookmark: _skxutiym5pn]第17条（安全管理及び緊急時対応）
1. 甲は、留学先国の治安、衛生、医療、災害その他の安全情報を確認し、適切な安全対策を講じるものとする。
2. 乙は、留学支援サービスの提供にあたり把握した重要な安全情報について、合理的な範囲で甲へ提供する。
3. 甲が現地で事故、疾病、犯罪被害その他の緊急事態に遭遇した場合、乙は契約上の支援範囲及び対応可能な状況に応じて、緊急連絡先の案内、学校との連絡その他必要な支援を行う。
4. 乙は、医療行為、救助活動、警備その他専門機関が実施すべき業務を自ら提供する義務を負わない。ただし、乙が別途引き受けた義務及び法令上の責任を免れるものではない。

[bookmark: _ykb316ssn031]第18条（海外保険への加入）
1. 甲は、留学期間中の疾病、傷害、賠償責任、携行品損害その他のリスクに備え、必要な保険への加入を検討するものとする。
2. 語学学校又は留学先国が保険加入を義務付けている場合、甲はその条件を満たす保険に加入するものとする。
3. 乙が保険に関する案内を行う場合、保険契約の内容、補償範囲、免責事項及び保険金支払条件は、当該保険契約の定めによるものとする。
4. 乙が保険募集に該当する業務を行う場合は、関係法令に従い、必要な資格又は権限の範囲内で実施するものとする。

[bookmark: _tnbt2ra1ccne]第19条（未成年者の申込み）
1. 甲が未成年者である場合、乙は法令上必要な親権者その他法定代理人の同意を確認するものとする。
2. 未成年者の留学に際して必要となる保護者同意書、滞在先条件、現地監護体制その他の事項については、語学学校及び留学先国の規定に従うものとする。
3. 乙は、未成年者の安全確保に関して契約上引き受けた支援業務を適切に実施するものとする。

[bookmark: _j1tdxfpta226]第20条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、甲から取得した氏名、生年月日、住所、連絡先、旅券情報、学歴、語学能力その他の個人情報を、留学支援サービスの提供及び本契約の履行に必要な範囲で取り扱う。
2. 乙は、個人情報保護法その他の関係法令を遵守し、個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止に必要かつ適切な安全管理措置を講じるものとする。
3. 乙が語学学校、現地事業者その他の外国にある第三者へ個人データを提供する場合、適用法令に従い、必要な情報提供、本人同意の取得その他の措置を講じる。
4. 乙は、個人情報の利用目的、保存期間、第三者提供その他必要な事項について、別途プライバシーポリシー等により甲へ説明するものとする。
5. 甲は、法令の定める範囲内で、自己の個人情報について開示、訂正、利用停止その他の請求を行うことができる。

[bookmark: _h5bjlg3727k7]第21条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約の履行に関連して知り得た相手方の非公開情報のうち、秘密として取り扱うべき情報を、正当な理由なく第三者へ開示又は漏えいしてはならない。
2. 前項の規定は、法令に基づく開示、契約履行に必要な範囲での適法な情報提供又は相手方の承諾を得た開示を妨げない。
3. 本条に基づく義務は、本契約終了後も合理的に必要な期間存続するものとする。

[bookmark: _aj1pay9neaph]第22条（禁止事項）
甲は、留学支援サービスの利用にあたり、次の行為を行ってはならない。
1. 申込書類又は証明書類の偽造、改ざんその他の虚偽申告
2. 乙、語学学校又は現地事業者に対する詐欺、脅迫、暴力その他の違法行為
3. 他の申込者又は学校関係者の権利及び利益を不当に侵害する行為
4. 留学先国の法令又は学校規則に重大に違反する行為
5. その他本契約の履行を著しく妨げる行為
2. 乙は、甲による重大な違反を確認した場合、違反内容及び必要な是正措置を通知し、法令及び本契約に従ってサービスの停止又は契約解除を行うことができる。

[bookmark: _lxqwf75d359w]第23条（契約解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に重大な違反をし、相当の期間を定めた催告後も違反が是正されない場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 前項にかかわらず、重大な背信行為その他法令上催告を要しない解除事由がある場合、当事者は催告なく本契約を解除することができる。
3. 契約解除に伴う費用精算は、解除原因、履行済業務及び適用法令を踏まえて行うものとする。
4. 本条は、甲が消費者として有する法令上の権利を制限するものではない。

[bookmark: _9y05dfmy2kkj]第24条（不可抗力）
1. 地震、台風、洪水、感染症の流行、戦争、暴動、政府による渡航制限、航空交通の停止その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約の履行が困難となった場合、甲乙は速やかに対応を協議するものとする。
2. 前項の事由が発生した場合、乙は把握した情報を甲へ提供し、留学日程の変更、代替プログラムの検討、契約解除その他合理的な対応に努めるものとする。
3. 不可抗力に伴う費用負担及び返金は、適用法令、契約内容、既履行部分及び第三者との契約条件を踏まえて決定する。
4. 本条は、法令上認められる損害賠償請求権又は返還請求権を不当に制限するものではない。

[bookmark: _xidcgdkzj499]第25条（損害賠償）
1. 甲又は乙は、自己の責めに帰すべき事由により本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、民法その他の関係法令に従い、その損害を賠償する責任を負う。
2. 語学学校、現地事業者その他第三者の行為により損害が生じた場合、乙の責任の有無及び範囲は、乙が負う契約上の義務、当該第三者との関係及び具体的な事情に基づき判断する。
3. 本契約のいかなる規定も、乙の故意又は重大な過失による責任その他法令上免除又は制限できない責任を排除するものではない。

[bookmark: _s9yer8p5j2f5]第26条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、契約成立日から、乙が本契約に基づく留学支援サービスを完了した日までとする。
2. 留学終了後の支援サービスが含まれる場合、その提供期間は別紙サービス明細書に定めるものとする。
3. 本契約が終了した場合であっても、費用精算、個人情報の取扱い、秘密保持、損害賠償その他性質上存続すべき条項は、必要な範囲で引き続き効力を有するものとする。

[bookmark: _x0nacat95e5i]第27条（契約内容の変更）
1. 本契約の内容を変更する場合、甲乙は変更事項及びその効力発生日について合意するものとする。
2. 契約変更は、書面又は電磁的方法により記録するものとする。
3. 乙は、甲の同意なく、重要なサービス内容、料金又は解約条件を一方的に不利益変更してはならない。ただし、法令に基づき有効な変更が認められる場合はこの限りでない。

[bookmark: _zcsponx3tc90]第28条（説明事項及び確認）
甲は、本契約の締結にあたり、次の事項について乙から説明を受け、その内容を確認するものとする。
□ 留学先の語学学校及び受講プログラムの内容
□ 留学支援サービスの提供範囲
□ 入学許可が保証されるものではないこと
□ 授業料、滞在費、手数料その他の費用
□ 支払期限及び支払方法
□ 申込変更及びキャンセル条件
□ 入学不許可時及び査証不許可時の返金条件
□ 渡航後の中途解約及び返金条件
□ 滞在先及び現地サービスの利用条件
□ 査証、保険及び渡航準備に関する事項
□ 留学先国の安全情報及び緊急時の対応
□ 個人情報の取扱い及び外国にある第三者への提供

[bookmark: _3frtlqg12idu]第29条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は関係法令及び信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議し、円満な解決を図るものとする。

[bookmark: _6zg1vcs2hlwc]第30条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約の準拠法は日本法とする。
2. 本契約に関して紛争が生じた場合、法令上認められる範囲において、　　　　　　　　　地方裁判所又は簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
3. 前項の規定は、消費者契約法その他の強行法規により認められる甲の権利を制限するものではない。

[bookmark: _27zqhmdtpmy5]第31条（契約の成立及び保管）
1. 甲及び乙は、本契約の内容を十分に確認し、相互に合意したうえで本契約を締結する。
2. 本契約を書面で締結する場合、本書2通を作成し、甲乙各自が記名押印又は署名のうえ、各1通を保有する。
3. 本契約を電磁的方法により締結する場合、甲乙は電子署名その他適切な方法により合意を記録し、契約内容を確認できる状態で保存するものとする。

[bookmark: _liahhhasfnuv]
[bookmark: _5ywf0u32ks37]
[bookmark: _qkzm7i5pz69b]
[bookmark: _bjyobuimkpko]
[bookmark: _ud1hbm964tdh]契約締結欄
契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（申込者）

住所：

氏名：

生年月日：

電話番号：

メールアドレス：

署名又は押印：

乙（留学エージェント・支援会社）
所在地：

会社名：

代表者名：

電話番号：

メールアドレス：

署名又は押印：

法定代理人（甲が未成年者の場合）
住所：

氏名：

甲との続柄：

署名又は押印：

